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「自己労働にもとつく所有」と資本楊

梅 垣 邦 胤

 はじめに

 r資本論』第一巻樽22章第1節に含まれる，商品生産の所有法則の資

本主義的取得法則への変転（領有法則の転回）は，続いて触れるように，研究

史において貴重な成果を残している一分野である。その際，くり返し引証

されるのが原典中Q以下の箇所である6当該箇所は転回論という場合，その

枠組みを簡潔に示す所であり，後にもおりにふれたち返ることが予想され
                                               
るが，さしあたりその概略を示しておきたい。「最初は，所有権は自分の労
                        

働にもとつくものとしてわれわれの前に現われた。……所有は，今では，
          ロ                                                           

資本家の側では他人の不払労働またはその生産物を取得する権利として現
                                  
われ，労働者の側では彼自身の生産物を取得することの不可能として現わ
             ぴ                                     ア

れる。所有と労働との分離は，外観上両者の同一性から出発した一法則の

必然的な帰結になるのである。こ．のように，資本主義的取得様式は商品生

産の本来の諸法則にはまっこうからそむくように見えるとはいえ，それは

けっしてこの諸法則の侵害から生まれるのではなく，反対にこの諸法則の

適用から生まれるのである。」ωここで指摘されているのは以下の2点で

ある。第一。商品生産（自己労鯨ともとつく所有）は資本関係（他人労

働にもとつく所有＝資本と，他入のための労働＝賃労働）た転化する。第

二。ただし，資本制的取得は，商品生産の法則を廃棄した後にではなく，

（i） M． E Werke，' ad． 23，'Dietz Verlag Berlin， lg62， s， 609-10b

『全集』23-2，760-61頁。傍点は引用者。
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逆にその法則の「：適用（Anwendung）」から生まれ，故に両者は相互不可

分のものである。

 この転回論につ．き，とりわけ第一の指摘に焦点をあわせ，研究史は，「論

理＝歴史」および「論理」という互いに区別される二つの潮流としてそ

め成果を残している。「論理＝歴史」説の把握は以下。一①資本制は，

単純商品生産社会→資本制という移行においてその成立の一典型が与えら

れる。商品・貨幣論は，その移行における，資本制の前段的内容をもさし

示すものであり，転化論を媒介として，資本制は自らの足で立つに至る。

故に， 『資本論』における，商品・貨幣→転化→資本という序列は，明ら

かに資本制の発生史の論理をも内包している。②商品・貨幣一（転化・移

行）→資本という発生史的展開はr資本論』においてくり返しあらわれて

いる。蓄積論中，領有法則の転回は， 「商品生産の所有法則の資本主義的

野得法則への変転」という表題が示すとおり，商品から資本への移行の蓄積

論段階における再現であり，本源的蓄積論は文字通り発生史論である。

③故に，領有法則の転回は，蓄積論段階での発隼史論の一検証である。

対して，「論理」説は，同じ対象，素材につき全く異なった捉え方をして

いる。一商品・貨幣→転化→剰余価値→蓄積→本源的蓄積という序列は

終始同一の対象たる資本制の重層的法則分析であり，資本制の一般的土台

たる商品・貨幣経済，その上で運動する資本（剰余価値、蓄積），資本制

が，資本・土地所有・賃労働の相互規定関係の内に成立する本源的蓄積と

いう内容をもっている。故に，商品生産の所有法則とは当然，資本制の枠

内のものであり，そうである以上，所有法則とは資本制の表層にのみある

「仮象」にすぎない。これが「論理」的把握である。、このような，同一対

象に関して研究卑が生みだした二つの把握につき・中川弘氏は次のように

まとめている。「（問題は一引用者）xN論理＝歴史xN説が，領有法則の

転回過程を，本源的蓄積の過程（市民的生産様式の資本家的生産様式への

歴史的な自己転回の過程）でもあるとして，両者の間に積極的なxX照応xN

関係をみて，それを強調するのに対し，、論理NN説のばあいは， KX理論的



一65一

過程NXとしての領有法則の転回過程にNN4照応NXすべきxN歴史過程NNはそも

そも実在しないものとされていたことにかかわる。」（9）

 今，この研究史上の一成果たる「論理＝歴史」と冒頭の引証どを「商

品」に焦点をあわせて重ねてみよう。「論理＝歴史」説は，商品・貨幣一→

資本というr資本論』の序列を発生史論とし，冒頭，商品論は資本への転

化の直前に位置し，よって資本制以前の対象をも含むとした。他方，原典

では，商品生産の所有法則とは，所有権はその所有者の労働によって根拠

づけられ，労働が所有を生みだすという「自己労働にもとつく所有」とさ

れていた。とすれば，「論理r歴史」においては，商品生産の所有法則と

いう場合の商品生産とは，冒頭商品・貨幣論の意であり，、かっ商品論にお

いては，商品生産者＝労働にもとつく所有者＝単純小商品生産者から成る

一社会が対象とされていたことになる。「理論＝歴史」説によれば，商品

生産の取得法則とは冒頭商品の枠内に納められることとなるのである。

 本稿の課題は，この象うな研究史を一面念頭におきつつ，直接的には，

再度転回論を見直し，それを「自己労働にもとつく所有」と資本制という

角度から検討することである。この点やや敷延すれば，検討課題は以下の

2点である。第一。『資本論』商品・貨幣論の対象＝自己労働にもとつく商

品所有者からなる一社会，という規定にかかわるが，商品生産の所有法則

の意味内容である。その所有権は，・法的にではなく経済的次元で見る場合，

単なる「所有」という言葉にとどまらず，商品・貨幣関係における諸法則，

（2）中川弘「領有法則の転回一一一L一論争の一断面についての検討。試論一」（『講

 三態本論の研究第2巻』青木書店， 1980年，275-76頁）なお「論理

 ＝歴史」説を検討する際には，『要綱』中の次の文言は示唆的である。「アダ

 ム・スミスが真に18世紀的な様式で，先史時代に措定し，歴史に先行せしめた

 ものは，むしろ歴史の所産なのである。」（Gr． S．74，『要綱1』77頁）。ここ

 には，資本制に先行したとされる商品生産社会，それは資本制の所産であった

 というパラドックスが示されている。
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諸規定によって経済的内実をもったものとして基礎づけられるべきであろ

う。例えば近代的土地所有権といった場合，たしかにそれのみでも法的所

有権は成立しうるが，，経済的には，地代およびその析出メカニズムが明ら

かになってのみ，所有権は内容をむつたものとなるのである。ここからは，

商品生産の所有法則の経済的内実をなす経済法則，商品経済の法則を見直

すことが一課題となる。しかし，単に漠然と見直すことではない。「労働

一所有」という基準をすえ，一方に労働，他方に商品をおき，商品経済に

おける両者の関係を見ることに視野を限定したい。そこにおいて，労働す

る人がその成果を直接に所有するか，また所有者が，所有対象を生みだし

た労働遂行主体といえるか否か検討しなければならない。そして，もしこ

のような所有法則が商品経済の枠内では成立しないならば，改めて「自己
                                                                の      

労働にもとつく所有」とは，資本制のどのような断面にくみこまれる範疇
         

なのか，その検討が必要となってくる。この点とかかわって次の課題が生

まれてくる。第二。商品生産の所有法則と資本主義的取得法則，この両者は

たしかに，前者から後者へと転化していく関係とされていた。しかし冒頭

の引証中の第二のもの，前者の「適用」によって後者は成立したという指

                           
摘に注目するとき，両者は，同』の資本制の枠内た並存し，一定の相互関

係におかれている二範疇ではないかという仮説を定立しうる。その仮説の

内容づけ，根拠づけが第2の課題となる。

 「労働にもとつく所有」という図式を一方におきつつ，資本制を見，

その上で転回論中のこの文言の意味内容をさぐりだすこと，それが本稿の

課題である。商品といい資本といい，すでに歩んだ道であり，それを再び

辿るということになる。しかし「労働一所有」という特有の角度から見直

せば同じ道もまた違った側面を見せてくれるかも知れない。内容に入ろう。

以下，第一章では， 「蛍働＝所有」という等式を意識しつつ商品・貨幣関

係が，第二章では，，資本・賃労働関係が見られる。
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第一章∵「労働de所有」'と商品一・・'貨幣関係・

 商品生産＝自己労働にもとつく所有 という規定をみるとき，商品生産

社会とは，自らの労働り成果が，すべて，ストレートに自らの所有物とな

る社会，労働を行なうことが所有に直結する唯一の条件であり，「労働」を

行えば必らずその生産物は労働遂行主体の手に帰属する社会，そのような

意味で不確実性，偶然なるものとは無縁な社会とイメージされ，そのような

生産者のみからなる一社会，すなわち理想社会というイメージが浮かびあ

がってぐる。果たして，商品・貨幣関係においてそのようなイメーージが成

立する余地があるのか，以下原典を辿っていきたい。

 「ミル評注」から見よう。これはいうまでもなく，いわゆる「初期マル

クス」といわれる時期に属するものである。それ故か商品・貨幣と資本と

が区別されていない所がある。しかし，この点を今度外視すれば，そこで

は，労働一所有一商品r貨幣について一定の内容づけが行なわれている。

 貨幣について見よう。内容は以下一商品経済においては，私的所有が

その基軸をなすが，そこでは，貨幣という一つの「物」の有無によっての

み，．私的所有者同士の接触の可否が決定され，貨幣（物）の所有が人と人

との接触が成立する条件となる。すなわち，私的所有者同士が一一一1定の相互

関係に入るということは，私的所有を前提とする以上，貨幣（物）を媒介と

せぎるをえず，故に，人と人とは，経済的次元以外の領域ではたとえ接触は

行なわれていても，経済的次元では互に疎遠な関係にとどまりつづける。・

故に，商品経済における人と人との関係は「疎外」された関係であり，私

的所有＝貨幣に規定されたもの，「外在化された私的所有」の関係である。

「この仲介者（＝貨幣一引用者）は，私的所有の本質が自分自身を喪失し

て疎外された姿であり・，自己自身に外的となった，外在化された私的所有

（entauβerte Privateigentum）である。」（3）

（3）Werke， Erganzungsband， erster tei1， s．446，『全集』40，364頁。
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 私的所有は，その単純な言葉通りに受けとめれば，自『らの労働と自らの

生産物は当然その当人の所有対象となることであろう。しかし，商品経済

における私的所有は，上の貨幣を媒介とする相互関係という言方からも分

るように，労働即所有という自足的なものではなく，他の私的所存と

の相互関係においてのみ成立する。 「私的所有はいまや，自己自身との
                                                                                            

直接的な統一においてではなく，・他者にたいする関係として存在するだけ

である。」ω・この「自分自身との直接的統一」と「他者にたいする関係」

が対比され，「他者にたいする関係」という範疇が浮上させ．られているこ

とに注目するとき，未だ全く端初の段階ではあるが，すでに「自己労働一

所有」というシェーマが少なくとも商品経済においては直接には成立し難

いことを暗示している。

 この他者に対する関係とは「交換」の意である。私的所有者は「交換」

に入ると，自らの労働生産物は自らにとって直接的所有・消費対象の意を

失うのであるから，彼の労働は，他の人の手にある商品あるいは貨幣を獲
            

得するための，手段としての労働となる。労働は，本源的には，自然を眼

前におき，宙らの事前の計画通りに自然を改造し，自然を素材として「創

造」し，それによってまた自らの「人間自然」を改造するものである。

「生計の源泉」一であり「実存の確証」である。（5）そのようなものとしての

労働は，商品経済においては正面には現われ難いものとなる。手段としての

労働は，先の私的所有〒貨幣という系列とっきあわせるならば，．ここに労

働は，貨幣目的のための「営利労働」となる。「ミル評注」では，この営
                                  
利労働の内容は3点に整理されている。第一。労働が直接には生計の源泉，

実存の確証ではなく，労働以外に目的があり，それが交換「営利だとすれば，

労働自体は，生産者にとってなにかよそよそしいものとなる。また，他者

の存在を前提とする交換を通じての営利であり，他者の意向は私的所有下

（4）ebenda， s．453，同上，372頁6

（5）ebenda， s．454，同上，373頁，参照。



一一一 U9 一

では把握不可能なのであるから，労働遂行は「偶然的」なものとなる。

「労働主体からの労働の疎外と偶然性」である。第二。労働がその．ような

ものである以上，労働そのものと並ぶ生産条件，労働対象も同じ規定性を

うけとる。第三。交換は他者の存在を前提しているのであるから，他者と

自己の間には相互依存関係が存在しているように見える。しかし，．もとも

と他者なのであるから，他者の方も自らの「諸欲望」を満足させるために

のみ交換に入り，また自らもその交換を，他者ではなくて自らのための手

段としている。故に交換とは，相互関係の成立を通じて，互が自らの手段

どして相手を位置づけるという「関係」である。（6＞以上，「ミル評注」に

おいては，商品経済における私的所有は，その所有者の外に立つ貨幣とし

て存在し，また，貨幣を媒介とする交換においては，人と人との相互関係

を媒介とする自らの利害が目的となり，生産者は「社会」の中に身をおき

つつそれを手段としてのみ捉えるとされ，「疎外」と「偶然性」が導出さ

れた。労働主体が所有主体という単純な関係がここに成立しえないことは

明らかであろう6

 それでは同じ「労働一商品一貨幣」の内容は他の原典ではどのように捉

えられていたであろうか。『要綱』からひろいあげていきたい6

 「労働一商品・貨幣」について， r要綱』 r資本論』段階で直接かかわ

るのは，言うまでもなく，価値一価値形態という範疇であろう。i4点にわ

たり整理をしたい。第一。商品価値，その量を規定するのは労働時間であ

る。しかし単なる労働時間ではなく，現在時点でその商品を生産するに社

会的に必要な労働時間である。「生産で化体された労働高聞ではなくて，

現在必要な労働時間が価値の規定者である。」ωこれは，何の変哲もない

（6）ebenda， s．454，同上，373頁，参照。

（7）Gr， s．54，『要綱 1』56頁。なお『要綱』ダリモン章冒頭より，本稿で以

下素材とする直前までについては，拙稿「商品生産関係と価値形態」（『下関

 市立大学論集』第24巻第1号，1980年7月）参照。
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周知の事実のように見える。しかしチ 「労働にもとつく所有一商品」とい

う図式との関連で見ると，必ずしもそうではない。上の価値規定とつきあ

わせるとこの図式は直接には成立しないことが分る。労働が行なわれない

と価値は対象化されない。それはたしかに物事の一半の事実である。しか

し逆に労働は直接価値に結実するかというとそうではない。労働は，「社

会的必要労働」という刻印をうけてのみ，したがって，自らの労働そのも

のではなくてそれが社会的換算メカニズムを通過した段階ではじめて価値

の源泉となる。故に，価値規定を捨象したまま，労働一商品一所有という系

列をひくことは不可能である。故にまた「商品生産の所有法則」はちがつ

た部面において捉えることを要請している。第二。商品と商品との交換比

率は，労働時間，ただし上で述べた意味での労働時間で，、等しい労働時間

に生産されたもの同士として決定される。「その商品と交換される割合は，

その商品に実現されている労働時間の分量にイコールである。」（8）交換が

入ってくることにより「労働一所有」は相対化される。「ミル評註」での

他者との関係と同一の性格のものであろう。第三。この関係を価値表現と

いう角度からとらえなおしてみよう。商品はそれを自足的に見る場合には

単なる自然物である。故に，商品に内在する価値は商品の外に，商品と並

ぶ別の存在形態をとらなければならない。「商品の価値もまた，商品と質

的に区別されうる存在をもたなければならない。」（9）商品を生産はしたが，

その生産の目的たる価値は，全く姿を現わしていず，「外に」存在する。

これは，幽商品一貨幣関係の必然性をとくものであるが同時に，「労働一商

品一所有」という基準にかかわっては，価値は，たしかに私的所有者の生

産した商品に内在しているが，直接には価値ではなく，他の私的所有者の

手に商品・貨幣として価値は存在し，故に，労働一所有は，「ミル評注」

における外在化された私的所有の延長線上で，さらに不確実性をおびてく

．（8）ebenda， s．59 同上》162頁。'

（g）ebenda， s．60，同上， ・，63頁。，
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る。第四6商品は，それのみを見れば「価値」ではない。故に，交換関係に

規定された労働生産物，，それは商品であるにもかかわらず，交換の必然的

保証はないという奇妙な性格をうけとる。「商品は．その自然的性質におい
                                                                                                   

ては，いっでも交換できるわけのものではなく，またいかなる他の商品と
                                             

も交換できるわけでもない。」。①商品の貨幣への転化は， 「外的な諸条件に

                     
依存しており，したがって偶然的なものである。」ωここでは，先の「偶

然性」が経済法則的に根拠づけられてあらわれている。

 それでは，労働が所有に直接に結びつくための条件が商品経済の下で

あるか否か，労働一所有が商品経済の下で成立するか否かをさぐってみよ

う。労働主体が直接に所有主体であるためには，なによりもまず，自らの

生産物の外に貨幣があるという状態は否定され，偶然性が除去されねばな

らない。つまり，労働が最初から「一般的労働」でなければならない。と

ころで他の商品の直接的所有に結びつくのは貨幣であるから，凡べての商

品生産者の労働が，貨幣を生み出す労働であれば，その労働は直接的所有に

結実することとなる。しかし，また，凡べての労働が貨幣性質をもつため

には「生産の共同的性格」㈲を前提しなければならない。これは，，商品・

貨幣を必然化した当の関係，すなわち，生産は互に他者であるという私的

所有の土台の上に成り立っていること，にもかかわらず，交換を通じて他

人のための生産を行っているという商品生産関係の性格のを否定するもの

である。商品・貨幣を前提とする以上，労働に貨幣性格を与えるのは不可

能であり，故に，直接には所有には結びつかない。

 商品経済の下においては，労働は，交換目的に，その意味で社会における

必要な生産物の生産に帰属することを事前に予定し，そのために行なわれ

る。にもかかわらず，実際に，社会にとって必要な生産物であったか否か

⑩ ebenda， s．60同上，63頁。傍点は引用者。

（1D ebenda， s．66，同上，69頁。

a2）ebenda， s．88，同上，91頁。，
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は，奇妙なことに，交換関係が成立し，実際に社会的に必要な対象であっ

たことが実証されて初めてわかるのである。交換目的の生産でありながら

その交換が行なわれるか否かは事前には未知の領域に属する。・この関係を

直裁に示す文言をあげよう。「だから，個人の労働を（つまり彼の生産物
                                

をも）直接貨幣たらしめ，実現された交換価値たらしめようと欲すること

は，これを直接に一般的労働として規定すること，すなわち労働を貨幣お
                       つ                                     

よび交換価値たらしめるべき諸条件，労働が私的交換に依存する諸条件を

        
まさしく否定することを意味している。」㈹

 以上，価値一価値形態を「労働一所有」という角度から見直した。

そこでは，商品は「交換」目的の労働生産物であるということが考察

の一契機となっている。交換とは，個々の商品所有者が相対する関係であ

る。それを一つの社会の上で見れば「流通」である。対象は自ずと「商品

流通」に移動する。ここで，価値・価値形態を所有という角度から見た際

の一帰結，すなわち，商品生産における所有は，交換による所有であるこ

とが，「譲渡と売却」による領有として明示的にあらわれている。「譲渡
                                   
と売却を通じての，またそれを媒ちとしての領有が根本前提である6」a‘）こ

の「譲渡と売却」すなわち流通において商品生産者を規定する客観的諸契

機を以下見るのであるが，「ミル評注」で触れたことが形をかえて再現し

ていることが分る。

 生産物は，たしかに生産された段階ですでに「物」としては眼前に存

在する。しかし商品経済においては，自己消費の対象でないが故に，「他

人」の手に転成する限りにおいて自らにとっての真の生産物となる。自己

との直接的統一におかれた商品ではない。「他人」にとっても，また

その生産物は「売却」されるかぎりでのみ「他人」自身の生産物となる。

他人においても自身の労働生産物は直接的統一の下にはない。ここま

a3）ebenda， s．89，同上，92頁。傍点は引甫者。

aO ebenda， s．111，同上，116頁。傍点は引用者。
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での所，互が互のための生産を行っているのであるから，無矛盾的な両者

の関係といいうるかもしれない。しかし，いままでの言方にすでに含まれ

ていた㊧であるが，「他人のための生産」は単なる「手段」にすぎず，そ

れを通じての自らの生産物の，真の「生産物」としての定在である。基本

は私的所有者たる「自己」である。労働を所有に結実させるためにはこの

ような関係を通過しなければならない。このような個人から成る商品

社会において，相互依存と相互反擾，この一見すれば互に相容れない契機

がともに存在しており，ここに社会的関連は，凡べての商品生産者の相

互関係によって生みだされたにもかかわらず，相互反擾の契機が内包され，

個々の生産者にとっては，「社会」はやはり，自らに外的な，よそよそし

いもの，かつそれによる自らに対する強制要因と位置づけられる。．「個人

自身の相互的衝突が，彼らのうえにたつ無縁な社会的力を彼らにたいし生

産する。…ρ （それは一引用者）出発点が自由な社会的個人でない，とい

うことの必然的帰結である。」㈲商品生産者は，互の連関をつくりだそう

                   ノとしつつ，その出発点と終結点が同じく，私的所有であるが故に，凡べて

の商品生産者にどって一互の相互関係そのものであるにもかかわらず

一統御不可能な・ものとなる。これが，交換目的の生産であるにもかかわ

らず，交換されるか否かは交換をまって実証される，その根拠となる。こ

れは「偶然性」の再現である。その若干の引証をあげれば以下。「商品

は偶然的存在（zufallige Existenzen）にすぎない。」商品が販売される

か否かは「その特殊性のゆえに偶然」をまぬがれない。故に，商品一貨幣

における貨幣についても同様に。「貨幣の個人にたいする関係は，純粋に偶

然的なものとして現れる。」「個々の個人は今日でもまだ偶然に貨幣を手に

入れることがある。」㈹

 この「偶然性」に規定されているが故に，逆に，個々の商晶生産者

㈲ebenda， s．111，同上，116-117頁。

㈲ 以上，s．131-35，138-142頁を参照されたい。
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において；生産の目的は「一L般的労働⊥，「貨幣」におかれる。どすれ

ば，商品・貨幣関係における労働は，その内にすでにジ賃幣に転化すべき

労働＝賃労働を含まぎるをえなくなる。丁労働は直接に交換価値を，すなわ

ち貨幣を生産しなければならない。だから労働は賃労働でなければならな

い。」ao資本・賃労働関係については，未だ対象として導入する段階には

いたっていない。しかし，商品・貨幣関係，その意味で資本関係を捨象し

た次元で，労働が結局は，交換→貨幣という道筋を辿らぎるをえず，「賃労

働」が潜在していたのである。転回論では，商品一（転化）→資本とし，商

品・賃幣関係の内には，資本関係を含まないように見えていた。それに対

する一歩ふみ込んだ規定として，またう商品経済セとおいては自己労働にも

とつく所有は成立しえないことの一傍証として注目される。'

 以上の，商品経済一所有の一内容をナでに呈示し，それをすでに視野に収

めた段階で，r要綱』「資本としての貸幣に関する」章の直前tZC ，' ﾌ有法則

の転回についての記述が見られるテ・・一一一マに直接かかわる所故旧でおきたい。

「ここでは所有もまたますます，労働による労働の生産物の領有として…

…他人の労働の所有は自己の労働という等価物によって媒介されている。

所有のこの形態は一自由および平等とまったく同様に一この単純な関

係のうちに（in diesem einfachen verhaltnis）措定されている。交換価値が

さらに発展すれば，このことは転化され，そして結局，自己の労働の生産物

の私的所有は，労働と所有との分離に同じであること（das Privateigentum

an dem Produkt' der eignen Arbeit identisch ist mit der Trennung von

Arbeit' und Eigentum）」as）がわかる。「自己労働にもとつく所有」と資

本制という，テ・一・・一・マとのかかわりで，、この文言を見る時，そこから導き出

される示唆は以下である。①自己労働にもとつく所有という規定は，今

までの商品・貨幣分析と同じ脈絡の延長線上に姿を現わしており，当然の

⑰ebenda， s．135，同上，142頁。

⑱ebenda， s．148，同上，156頁。
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ことながら密接な内的連関をもって呈示されている。今までの考察を見る

限り，それは商品生産の基軸的規定とはなりえない。②「労働にもとつく

所有」「自由」「平等」は，同一次元の範疇でありかつ，この三：つの範疇は

ともに「単純な関係」においてのみ成立する。③「労働にもとつく所有」

と「労働，所有の分離」は同一である（identisch ist）。 これは，資本制下

で，互に互を否定する両契機，労働主体が所有主体であれば，両者の分離

は生ぜず，両者の分離があれば労働にもとつく所有は成立しえないという

不可両立の二契機が共に成立するとの意であり，本稿のはじめに触れた所

である。さらにふみこんだ考察を要請するものであろう。

 ②および③ともやや立ち入った検討は次章で行なわれる予定である。こ

こではその橋わたしといった意味でただ一つ簡単なコメントを付加してお

きたい。「自己労働にもとつく所有」と同一次元のものとされていた「平

等」について。商品経済において，その内には「平等」とよばれてもよい

‘一vW面が存在する。すなわち，商品生産者には「単純な交換者」という一

契機が与えられており，「単純な交換者」つまり交換価値という一線にお

いて凡べての商品生産者は「平等」となる。たしかに，・互に互の存在を前

提としてのみ交換は行なわれる。しかし，行論を想起すれば，単なる平等

ではなくて基本は私的利益であり，相互の対立，自らの利益の実現をはか

る方向での対立の止揚である。de）商晶経済については，「平等」というよ

りむしろ「私的利益」として捉える方がより対象に接近した内容となるで

あろう。

 資本制において「平等」を言うことはまた，少数の資本と多数の賃労働

の事実的定在に対し，「平等」という言辞でもって規定することにもつな

がる。 「たんなる交換者」 「購買者」 「販売者」という契機は，次章で見

るように，資本制の枠内に属する一契機である。しかし逆にそれをもって

㈲ ebenda， s．153，同上，161頁参照。当該個所は，「民主主義」の経済的意

 味を探りだす上で格好の素材を提供している。
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資本制の専一的性格規定．とするのほ，諸契機諸側面の相互関係とその総

体としてのみ成立する資本制を，そのわずか一契機でも'って裁断するこ

ととなる。㈱「平等」という一契機を内包したものとしての商品・貨幣関

係の内には，すでに「内在的」に「不平等」「不自由」が含まれており，

商品経済は平等冷冷，．資本・貨労働関係は不平等憎悪という対極的性格規

定は成立しえない。㈱

 以上，「ミル評住」『要綱』を見てきた。これらの古典を見る限り，商品

経済においては「関係」「交換」という言辞を見ても，労働が直接ζはそ

の生産物の所有に結びつかないこと，故に，・「商品生産の所有法則」は，・

商品・貨幣論の枠内には属さないことは明らかである。

 争論一商品生産の一特質は，結局，自らの生産物が生産的消費であれ

個人的消費であれ，消費には直接結びついておらず，不確実性をもってい

ることであった。それが自己労働にもとつく所有の内実を不確実にする要

因であった。これは，他の生産関係ではなく固有に商品経済の特質をな

すこと，r資本論』第一章第4節 商品の呪物的性格とその秘密 におい
                                                 

て立証されている。生産一消費という関連が切断される社会と一致してい

る社会との対比において，商品経済の特質を浮かびあがらせている所故，

簡単にでも見ておきたい。商品経済においては，生産は当然自らの消費対

象としてではないが，また他人の消費対象となるか否かも生産の段階では

不明のままであり，消費対象とならずに朽ちはててしまうこともまた商品

生産の一法則であった。その対極に位置するもの，第一は，孤島で一人で

生活をするロビンソンである。ロビンソンにあっては，まず生存のための

消費対象の必要性があり，それに規定されて生産が行なわれること，次の．
               り                              

文言から読みとれるであろう。「必要そのものに迫られて，，彼は自分の時

⑳ebenda， s．159，同上，167頁，参照6

⑳ebenda， s．160，同上，169頁，参照。
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間を精確に自分のいろいろな機能のあいだに配分するようになる。」㈱出発

点が，他人のためのではなくて，自らの生存のための生産故，生産と消費

は，消費の必然性により堅く結びついている。第二。中世の人格的依存，

従属関係において。直接生産者，すなわち農奴の労働は，それが無駄にな

るか否かといった恐れは一天二等の自然的条件を除けば一存在しない。

むしろ労働および労働の成果はgive and takeとは無縁で，一部分は直接

に封建的土地所有者（他者）のものとなり，残余は農奴の直接的消費対象

となる。明瞭に他人のものとなることが認識できる労働そのような労働

を遂行することによってのみ自らの生存の保証が得られるという関係であ

る。「どの農奴も，自分が領主のために支出するものは自分自身の労働力

の一定量だということを知っている。」㈱第三。農民家族では，家族内に

おいて分業が行なわれ，その限りでは商品生産と同一側面を有している♂

しかしその労働は互の事前の分担と計画性をもって行なわれているのであ

り，互にとって互の労働は「農民家族」を成立させるうえで不可欠のもの

である。「個人的労働力がはじめからただ家族の共同的労働力の諸器官と
                                                      

して作用するだけ」㈱である。労働生産物の実現の不確実性は，ロビンソ

ン，中世でもなく農民家族でもない固有に資本制の一特質であることが分

るであろう。これが「労働にもとつく所有」の土台をゆり動かす要因であ

ること，言をまたない。

第二章  「労働＝所有」と資本・賃労働関係

 前章の検討の一帰結は，「労働＝所有」という等式は，商品経済の枠内

では成立しないということであった。ここでおのずから本章の課題は「自

㈱ Werke， Bd．23， s．91， 『全集』23一 1，102-03頁。傍点は引用者。

㈱ ebenda， s．91，同上，104頁。

㈱ ebenda，92，同上，104頁。
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島労働にもとつく所有」は資本関係のどの局面において成立するのか，そ

の検討となる。若午先どりして言えば，資本制における「自己労働にも

                                 つ   の   
とつく所有」につき，本稿では，資本・賃労働関係における現象的事実と

して位置づけられる予定である。今，本題に入る前に，その視点を方法論的

な角度からとらえなおしてみよう。現象と本質が一致すれば科学あるいは

対象接近の衝動，抽象力といったものは要請されないであろう。これはよ

く知られた言葉である。本稿では，このよく知られた，本質と現象という
                                   

基準を，本質的事実と現象的事実とおきかえ，テーマ接近をはかりたい。

一般的には，本質が認識された段階では本質が事実であり，現象は「仮

象」である，といわれる∴しかし，たとえ本質的事実が認識されても，

他方では現象的事実は相変らず存在しつづけ，本質的事実と現象的事実は
        

ともに並立して存在する。故に，本質的事実および現象的事実，この双方の

内容，および前者の後者への転化が明らかにならねば，この両者の交互作

用から成る資本制への接近は一定の限界をもったものとなる。このような

言方はまだ骨格のみであり，不分明のままである。以下，第一に，本質的

事実としての資本一賃労働関係につぎ，とりわけ労働力商品一剰余価値と

いう系列の成立要件に焦点をあわせて考察し，第ごに，丁度それと裏腹の

関係に立つと予想される現象的事実に目を転じたい。この相互関係をさぐ

りだし，とりわけ後者の現象的事実にふみ込んだ段階で一長いまわり道

をして一「自己労働にもとつく所有」がr資本論』蓄積論にくみ込まれ

ているその意味が明らかになるはずである。

 第1節本節では，資本・賃労働関係の本質的事実がとりあげられる。た

だし，これは一見すればやや途惑いを感じさせる。というのは，転回論の

一帰結は，資本関係において， 「労働＝所有」は成立しえないこと，資本

＝他人労働にもとつく所有，賃労働＝他人のための労働 という両極分解

であった。この点からナれば「自己労働にもとつく所有」は，そのくみ込

まれる場所を見出しえず，その意味では述べる必要もないこととなる。

故に，本節は，'ただ，次節での現象的事実とつきあわされることたよりは
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じめて，その意味が明らかになる，そのような位置にたっている。内容に

はいろう。

 資本関係において，資本が商品生産の土台の上で剰余価値を取得しうる

様式，それは労働力を商品とし，商品・貨幣関係の枠内に収めることによ

ってである。商品関係においては，商品の購買者，貨幣所有者は，当該商

品の等価を支払えば，使用価値の消費権をえる。労働力は，商品化を媒介

として，このような商品関係における常識的事実を刻印される。この場合，

商品の購買者は資本であり，販売者は賃労働である。資本は等価物たる貨幣

を支払えば労働力商品の消費権を得る。この消費過程こそが，剰余価値論

の主内容をなす，資本制的商品，その使用価値および価値（剰余価値）の

生産である。ただ，労働力商品と労働生産物商品との相異は，労働生産物

商品にあっては，交換後は，その消費権および所有権ともに購買者に移行す

るのに対して，労働力商品においては，その消費権（労働に対する資本の指

揮権）は資本のもとに帰属するがs．労働力の所有権（販売する権利）・「は依然

として販売者だる賃労働の下に保持されている所にあり，ここに資本・賃労

働関係における相亘依存と相互反擾の矛盾が存在する一根拠がある。ここ

には，労働力商品と所有についてめ簡単な内容がすでに与えられている。

それでは，この関係を成立させる前提＝結果の領域について，本質的事実

として立ち入ってみよう。この点について一定の考察のきっかけを与えて

いるのは，第12章 絶対的および相対的剰余価値 である。こごでは，

先行する諸章で，'絶対的，相対的剰余価値をすでに示したあとで，改めて

両者を見直し，一つには，必要労働をこえる剰余労働の量的増大，それは

絶対的剰余価値の生産であるが，角度をかえて同じ事実を見直せば，労働

日中に占める必要労働時間の減少であり，-相対的剰余価値と同義であるこ

と，また一つには，必要労働時間の減少による剰余労働時間の増大，それ

は相対的剰余価値であるが，剰余労働時間の延長という点で絶対的剰余価

値と同義であるとし，両者の区別と共通性を指摘し，「剰余価値士として

A括している。その上でこの「剰余価値一（剰余労働）」を，資本制と他の
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「社会」との対比の中に位置づけ一種の相対化をはかっている。一資本制

においては，自らの生存のための労働を資本に剰余価値を取得させる限り

でのみ遂行しうる。このような蘭係がすでに成立している下では，資本のた

めの労働は，普遍性をもった誰もが首肯しうる「生まれつきの性質」と見え

る。㈱しかし，非資本制的領域においては，全く異なる事実がある。例え

ば「東アジアのパン伐採者」であるごそこでは，前章三論におけるロビン

ソン等と同様の，単純な生産＝消費関係が成立している。やや具体的に見

よう。自らの消費対象の生産は，そこでは週12時間労働で足：りる。つまり，

必要労働時間は週12時間，1、日、2時間弱である。資本制の下では，逆に，

例えば剰余労働を6時間提供することを前提に，2時間の必要労働を行な

いうる。ところがパン伐採者にあってはそれでもって労働は終わり「多く

の暇な時間」が享受される。この両者を比較した上で，r資本論』におい

ては，資本関係は決して「生まれつきの性質」から生じるのではなく，
                       

その定置には一つの「外的強制」が必要としている。「東アジアのパン1の

伐採者の一人が自分のすべての欲望をみたすのに毎週12時間が必要だとし

よう。彼に自然の恩恵が直接に与えるものは多くの暇な時間（Muβezeit）で

                                  
ある。……この時間を他人のための剰余労働に費やすようになるには，外

             

的な強制（tiμβrer Zwang）が必要である。」㈲資本が剰余価値の源泉たる

労働力を商品・貨幣関係の枠内でとらえるもの，労働力商品の析出と定在

は，歴史普遍的なものとは正反対の「外的強制」とされている所，その内

容を問うことこそが資本制における，本質的次元での所有を解くカギとな

る。すでに辿った路ではあるが，㈱再度歩んでみたい。「外的強制」一

資本に剰余労働を提供する限りにおいて自らの生存が保証されるという資

本関係は，強制的な，土：地と．直接生産者との分離土地から㊧直接生産者

句
⑤
幽
η

佗
⑫
⑫

ebenda， s，' 537-38，23L 2，667頁1参照。

ebenda， s．538，同上，667-68頁。傍点は引用者。

拙稿「本源的蓄積」（『下関市立大学論集』第25巻第2号，1981年9月）参照。
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の駆逐によって成立する。直接生産者における生産一生活手段の喪失であ

る・'、、

 資本の排他的支配は・一国の農工間分業の下では，工業，農業双方にお

ける資本制生産の成立と規定されるが，農業における資本制生産は，土地

からの住民の剥離それと同時過程として進行する大土地私有Q形成，土

地の上での資本・賃労働関係，近代的土地所有の形成と同義である。これ

が「強制」といわれるものの一内容であろう。故に，労働力商品とは，生

産条件およびその所有にもとつく生活条件が剥奪された地平においてのみ
                                          
登場してくる。rこの小農民的農業では，……彼の土地所有は彼の生産様
                                              

式の最も有利な条件，その繁栄の条件とレて現われるのであるρ……この
                                          
生産様式（資本制一引用者）は農業では農村労働者からの土：地の収奪と，

利潤のために農業を営む資本家への農村労働者の従属とを前提する。」㈱

「土地の資本主義的耕作は機能資本と土地所有との分離を前提するのであ
                                                       

るが，それとまったく同様に，それは原則として土地所有の自己経営を排

除するのである。」㈲これが労働力商品の定在を保証する，資本関係の恒

常的な前提＝土台である。ここでまた，上の引証中「生産者による土地所

有＝自らの繁栄の条件」あるいは「資本制的農業土地経営＝土地所有の自

己経営を排除」という文言を見るとき，自己労働にもとつく所有とは，前

資本制における直接的生産者についての抽象的一規定であり，むしろ資本

制においては，資本にとっての破砕の対象であることが明らかになる。

 ここまで至った所，資本制（商品・貨幣＋資本）を前提とする以上，

「自己労働にもとつく所有」がくみ込京れる余地はどこにもないように見

える。ただ一つ残された所は，資本制における本質的事実と現象的事実と

した後者，現象的事実の領域である。長いまわり路をへた今，「商品＝自

己労働にもとつく所有」が資本制のあるべき位置を獲得したとすれば，その

㈱Werke， Bd・26， s．627 『全集』26-2，794頁。傍点は引用者。

㈲ ebenda， s・759，同上，965頁，傍点は引用者。
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とき，'本稿の課題は達成きれたこととなる。続く2つの節でそれを見よう。

 第2節 現象的事実と言った場合，資本制における，商品経済と資本e '・

この二契機の相互関係についての考察が，テーマ接近への一つのきっかけ

になるのではないかと思われる。故に，それを導入部として順次検討を進

めたい。'商品経済と資本は，資本にとっての一般的土台としての商品経済

とその上で運動する主体という関係におかれていること，すでに見た。そ

れをさらた現象的次元で捉え直せばこれも周知の「生産の社会的性格と取

得の私的資本主義的性格1一という公式である。一個別資本は，生産の組

織性および資本の，集団としての賃労働に鮒する絶対的指揮権によって特

徴づけられる。' ﾎして，個別資本の四五関係あるいは商品販売場裡にあっ

ては，販売者と販売者，販売者と購買者，購買者と購買者，との相互関係

に1おいて，相手に対して指揮，統制を加えることができない状態，生産の

無政府性， 「偶然」 「恣意」が特徴的である6「資本の権威」と「競争の

権威■の並存である。CU故に，資本と商品経済は，主体としての資本とそ

の土台をなす商品関係どいう土台の上で，幽さちに，資本の権威が高まれば

高まるほど，互が互に加えあう圧力として資本間競争は緊迫度を加え；生

産の無政府性は強まり，生産の無政府性が強まれば強まるほど，個別資本

は企業内における生産め組織性と資本の権威を強め，無政府性の中で自ら

の位置を確保しようとする。このように見れば，一つには，剰余価値の生

産に帰結する資本の権威と生産の組織性，また一つには，商品関係にお

げる競争ゐ権威と「偶然性」，この2つは互に影響を与えつつ，資本制に

おV〈て互に区別され，それぞれが保存きれ，存続し続けるt契機というこ

とが分ゑる。

・こ．ﾌ両契機をさらに角度をかえ見直してみよう。資本範式，G一'w-G'

はP't
ｾらかに，資本制における私的所有の主体たる個別資本が描く軌跡で

ある。それは，主体たる資本から見れば，剰余価値の生産に帰結するもの

㈲ Bd，23 s．377，23-1，466頁ts参照。
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である。同じ範式を，幽商品が労働生産物商品と労働力商品，この双方の商

品の総和となる資本制下の商品関係という側面から見れば，その構成要素

は単なる「W-G（販売）」と「G一一一W（購買）」である。資本は，「W-G」

とrG-W」の無数の連鎖の中を，単に商品所有者として，単に貨幣所有

者として通過するのみである。故に，商品経済では，たとえG-WrG'と

いう資本範式が事実として成立している段階においても，なお単なる下W

一一一 f」「G-W」という関係は存続しつづけている。「このような逆転

（W-G-WのG己W-Gへの逆転一引用者）が存在するのは，互いに
                                    

取引する三人の取引仲間のうちのただ一人だけにとってのことである。」㈱

'賃労働は，一面，本質的事実としては，『土地との結合を切断された地平

においてのみ登場し，労働手段，，労働対象，故にまた労働生産物の取得の

不可能性が労働力の商晶としての定在の内実，前提である。他面それは，

労働生産物商品と並ぶ，．「W-G」「G-W」とい、う関係しか知らない商

品として存在する。商品関係においては，ただ相対する交換者の間で交換
                   
関係が成立し，その交換は瞬間的であり，交換の後には，また新たな「偶

然」一「ミル評注」 『要綱』で見た「偶然」一無政府性による，全
                         
く別個のrw一一一 G」1あるいはrG一一一W」，が，無数の点，直ちに消滅し，ま

     
た浮かぶ点として存在するばかりである。「私にとっては，Aからの買い

とBへの売りとは，一つの順序をなしている。しかし，'この二つの行為の
                                                                                                        

関連ほただ私にとって存在するだけである。Aは私とBとの取引にはかか
              

わりがないし，・Bは私とAとの取引にはかかわりがない。」㈱以上の考察

において，もともとのテーマへの一ステップが与えられる。資本制におい

て，現象的事実としては，互に自立した商品・貨幣所有者が相対するのみ

である。その際，商品所有者であれ貨幣所有者であれ・偶然に，瞬間的に

相対する場合，眼目は，、ただ，相手の商品（貨幣）に，自らの商品（貨

幣）と等量の，労働一社会的必要労働一価値が含まれていることのみであ

㈱ebenda， s．170，同上，204頁Q
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るσ「交換の法則が要求する同等性は」ただ，交換によって互いに引き渡さ

れる商品の交換価値の同等性だけである。」⑲，この一文は，冒頭引証した転

回論に続ぐ．文脈中のものであるも個別の'「交換」に光をあてる限り，所有

主体が労働主体であるか否かは全く問題とならず，当該商品（貨幣）が等

価値であることのみが条件である。

 第3節本章の今までの展開において明らかになったことは以下2点

であ．る。①資本制における本質的事実は資本一土地所有一賃労働の相互

規定関係として示される。資本，および生産と生活対象から遊離した賃労

働，これが一方の資本をして，他方の直接的生産者を商品経済の枠内でと

らえ，剰余価値の取得を必然化した関係である。②資本制＝商品・貨幣

＋資本である。この右辺の二契機の相互関係では，①における資本は，

ただ「W-G」「G一一W」の瞬間的，偶然的交換行為をぬうようにして自

らの運動を続けており，故にそこでは，剰余価値と等価交換が共に存在し

ている。この2点を念頭におきながら論を進めよう。

 前節の内容を「労働＝所有」という角度から見直してみよう。交換関係

において，両当事者は，相手の商品（貨幣）について，それが相手の「自

己労働」にもとつくものであるか否かには無関心であり，ただとにかく，

等しい価値を含んでいることが「交換」の要件であった。そうすると，こ

こに，一つの空隙：が姿を現わす。すなわち，互に相手の商品（貨幣）につ

                                             
き，労働一等三物であることのみが要件であったとすれば，自らの商品・
                                                   の                                             

貨幣については「自らの労働にもとつく所有」と規定可能な，空隙，空白

があらわになってくる。

 商品経済は「偶然⊥「瞬間」と特徴づけられるものであり，互が互にと

って「手段」と位置づけているが故に，相互依存関係は，また自らの統制

外におかれる，そのような人々の相互関係である以上，互は等価交換のみ

㈱ ebenda， s．171，同上，204頁。

㈱ ebenda， s．611，23-2，762頁。
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に留意し，無数の交換を遂行し，その一線において資本（G-W・一一一G'）・の

                                    ウ  軌跡は描かれる6ここに自らめ商品・貨幣につ・き一互に相手に対しては，
  ウ         ア                ロ        ウ ヨ    

労働一所有の関連を問う根拠は存在しないが故に一自己労働にもとつく

所有と規定してもよい客観的，事実的根拠が成立するのである6「商品で

あれ貨幣であれ，それが自らの所有対象である限り，それは自らの労働に

もとつく所有である。．⊥このような規定が，ここに現象的事実として与え

られる。同時に，この規定が「商品生産の取得法則」の直接的内容づけに

なるのである。この規定は，資本制の前提下で成立したこと，従って，資

本・賃労働関係の前提のもとで成立したこと，いうまでもない。故に，と

の規定は，本質的事実から見れば，きわめて奇妙な，二面性をもったもの

に転化していく。すなわち1賃労働に対するこの規定の適用と資本に対す

るこの規定の適用と。そして，この後者において，テーマに関して本稿が

示しうる限りでの一帰結が与えられるのである。

 賃労働にと・づて一労働力商品は，労働生産物商品と同じく，その価値

と交換に使用価値（労働）ほ購買者たる資本に帰属する。これが，商品経

済の前提下で，資本が，他人労働，無償労働め成果たる剰余価値を取得す

るメカニズムであった。～ところが，との同じ賃労働にうき，「自らめ所有

対象たる商品・貨幣は自らの労働にもとつくもの」といら規定を適用する

とき，この理想社会をイメージさせる言葉は，まったく正反対の作用をす

る。今，賃労働が取得する賃金に注目してみよ「う。賃金は，貨幣の資本・

賃労働関係における一形態規定であり貨幣である。その所有者は当然賃労

働者である。ところで，・商品経済において，商品・貨幣は自らの労働にも

とつく所有というのが，'商品関係の内に浮かぶ現象二一断片であった。こ
                                                                              

の規定を賃金（貨幣）に適用すれば，賃労働の所有対象たる賃金は自らの
            づ                       ヴ                        

労働にもとつくものとなり，賃労働者の労働は全部的に支払われたものと

・なる。労働＝所有という一般的等式から出発した，出発点においては当然

の何の疑問もないものとしてあらわれたこの規定は，労働にもとつく所有

→賃労働者の賃金は労働にもとつくもの→賃金は労働の全部的支払いとい
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う連鎖において，本質的事実とは正反対の，賃労働F所有主体と，してあら

．われる。 「ブルジョア社会の表面では，、労働者の賃金は労働の価格として，

すなわち↓早上あ勇働と麦払お早る二走皇あ食櫓として，現われる。」㈱

 資本にとって一資本の即自的，あるいは「物」としての所有対象は商

品・貨幣，生産手段および完成商品であるσそやは「自己労働にもとつく

所有」の線上においては，資本すなわち自らの労働にもとつく所有，とな

る。転回論を想起してみよう。それは，商品生産の所有法則，すなわち自

母労働にもとつく所有の，資本制的取得法則，すなわち，他人労働の無償

取得を土台とする．資本による生産・生活手段および労働の所有と，、賃労

働における他人のための労働と，自らの生産・生活手段の無所有という関

係へop転化であった。これを，時系列的ls先後関係に・おかれる6のとして

でなく，同一の資本制の，商晶・貨幣と資本という二契機の関係として見

るとき，二面的なものとなる。資本＝他人の無償労働にもとつく所有とい

う本質的事実と並んで，また，資本＝自己労働にもとつく所有，という現

象的事実が成立しうる根拠がある。つまり，商品生産の所有法則とは，資

本？賃労働関係の上では，消え去ってしまうものではなく，むしろ主体た

る葺本がその上で運動する商品・貨幣関係に客観的に存在する一断片に犀

をおいて成立しているものである。

そして，この「資本＝自己労働にもとつく所有」は，資本関係の他方の

極，・賃労働における「賃労働＝自己労働にも占つく所有」と，互に条件，

前提づけあい，一方が成立する限りでのみ他方も成立し，一方が成立困難

であれば他方もくずれ去る，そのような一対の関係である。

 ここに結論に達した。・自己労働にもとつく所有とは「資本＝自己労働に

                                        
もとつく所有」の意である。転回論中の一文をあげよう。「最初の資本…

                                       
…その所持者はどこからそれを手に入れたのか？ 彼自身の労働や彼の先

祖の労働によってだ！経済学の代表者たちはみな一様にこう答えてくれる。

（30、ebendai s．557； r・同上，693頁。傍点は引用者。
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そして実際にも彼らの仮定は，商品生産の諸法則に一致するただ一つのも
 

のであるようセと見える。」鉤本質的事実としての資本制的取得法則，現象

的事実としての商品生産の所有法則は同一の資本制の内に存在する二つの

契機である。この点，転回論ではまた，同晶対象を「個別」視点で見るか

「階級」視点でみるか，「個別」で見るか「個別の総体」で見るかによる

相違としている。商品関係にとどまる限りそれは「個別」でしかないと。

「もちろん，われわれが資本主義的生産をその更新の不断の流れのなかで

考察し，個別資本家と個別労働者とのかわりに，全体に，つまり資本家階

級とそれに相対する労働者階級とに，着目するならば事柄はまったく違っ

                                     
て見える。だが，そうすれば，われわれは，商品生産にはまったくなじみ

                    

のないものさしをあてカミうことになるであろう。」㈲

 故に「商品生産における所有法則（自己労働にもとつく所有）」とは，

資本」賃労働関係において，賃労働については，ナでに「賃労働＝・'自己労働

にもとつく所有」という等式を導き出したあとで，その土台ゐ上で「資本

＝自己労働にもとつく所有」としたものである。その根拠は，偶然的，瞬

間的なrW-G」rG-W」という交換関係の一断片における現象的事実

である。

おわりに

 以上，自己労働にもとつく所有は，商品生産関係でもなく，その土台の

上での資本関係における本質的事実でもなくそれと並ぶ現象的事実という

限られた次元における資本の一規定として成立した。ここでテーマへの直

接的内容づけはすでに終っている。しかし，ただ一つ，とりわけ，本質的事

圃 ebenda， s，608，一同上，758頁。傍点は引用者。

岡 edenda，'s，612，同上，763-64頁。'傍点は引用者。
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実と現象的事実にっき，補足レておくべき点が回る。最後に見ておきたい。

一本質と現象，ζの両者を本稿では重立する事実とした。するとここから

は・現象というのは・たとえ総体から離れ驚個別的デ断片ではあつ・（も事

実的定在であるからには，それのみが対象を把即しているもので蹴り，本

質的事実は空洞化され，現象的事実のみが全面的性格規定と解：される傘地

が生じてくる。．つまb．ff本制とは，自己労働にもとつく所有者からのみ成

立する一社会である，と。．本稿でくり返し指摘し，留意していたのは，こ

の規定は，'資本制の現象的側面で，そのような限られた局面での規定にす

ぎないということである。この両面，あるいはこの点に焦点をあわせて論

じられたのがr資本論』第一竹下終章 近代植民論 である。その概観を

たどることでもって稿をとじたい。一資本，賃労働とも自己労働にもと

つく所有であれば，とりわけ資本は，賃労働なくしても，自足的なものと

しての資本のみでも，資本としての定在と運動は可能となるはずである。

問題はここにある。 「近代植民論」では，資本制分析の枠内に「広大な処

女地が開ける植民地」を導入し，再び，上の，資本＝自己労働にもとつく

所有という規定を・現募的断片ρ位置におしζめる作業を行っている・．資

本・賃労働ともに「自己労働にもとつく所有」が単純にあらわれるホうに

見える所，それは植民地である。資本は，貨as一一生産手段等の「物」とし

てそこに移植される。直接生産者もまた移植する。資本は賃労働の雇用を

はかる。ところが，賃労働者となるべき直接生産者は処女地を眼前にし

て，土地所有者（言葉の真の意味での自己労働にもとつく所有者）に転成

していく。その結果，資本は賃労働を得られず「物」としてそのまま朽ち

はててしまい，G-W-G'なる軌跡はついに描かれないままに終るので

ある。故に，同じ「資本」が，資本制においては「資本＝自己労働にもと

つく所有」という姿を，植民：地では「資本＝他人労働（賃労働）にもとつ

く所有」という姿を見せ，よって，植民地においてはじめて，資本制の本

質的事実を示すのである。以下の文言，「東アジアのパン伐採者」におけ

る，「資本＝強制関係」という規定を想起しつつあげておきたい。「植民
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地ではどこでも資本主義的支配体制は，自分の労働条件の所有者として自

分の労働によって資本家を富ませるのではなく，自分自身を富ませている
                                                               

生産者の妨害にぶつかる。植民地ではこの二つの正反対の経済制度の矛盾
                                            

が，両者の闘争のなかで実際に現われている。」㈲

以上，「自己労働にもとつく所有」と資本制 に関する一考察である。

1983年9月6日脱稿

（iM edenda， s．792，同上，997-98頁。傍点は引用者。


